
茨城県地域医療介護総合確保基金事業（介護施設・事業所内保育施設運営支援事業）補助金交付要項 新旧対照表 

新 旧 

令和５年度茨城県地域医療介護総合確保基金事業 
（介護施設・事業所内保育施設運営支援事業）補助金交付要項 

 

 

第１条～第２条 （略） 

 

 （交付の対象） 

第３条 交付対象事業は、介護保険法（平成 9年法第 123 号）に規定されて

いる介護保険事業所及び老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）に規定さ

れる老人福祉施設（以下「介護事業所等」という。）が、第２条に掲げる

目的をもって介護職員等の委託を受けて乳児、幼児及び学童（学童は、小

学校第１学年及び第２学年に在籍する者に限る。）に対し必要な保護を行

う事業（以下「介護事業所内保育施設運営事業」という。）とする。ただ

し、雇用保険法（昭和 49年法律第 116 号）第 116 条の規定に基づく両立

支援等助成「事業所内保育施設設置・運営等支援助成金」及び「企業主導

型保育事業」との重複補助は認めない。 

 

 

第４条 （略） 

 

第５条 交付額については、以下の(1)及び(2)で算出した額を比較して少な

い方の額とする。 

ただし、1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものと

する。 

(1) 現員（乳幼児）×現員一人あたり 450 千円＋現員（学童）×現員一

人あたり 225 千円 

現員とは、申請対象期間中の介護事業所等の従業員の子である乳幼

児、学童における 1日の平均保育人数とする。ただし、端数が生じた

令和４年度茨城県地域医療介護総合確保基金事業 
（介護施設・事業所内保育施設運営支援事業）補助金交付要項 

 

 

第１条～第２条 （略） 

 

（交付の対象） 

第３条 交付対象事業は、介護保険法（平成 9年法第 123 号）に規定されて

いる介護保険事業所及び老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）に規定さ

れる老人福祉施設（以下「介護事業所等」という。）が、第２条に掲げる

目的をもって介護職員等の委託を受けて乳児、幼児及び学童（学童は、小

学校第１学年及び第２学年に在籍し、新型コロナウイルス感染症防止のた

めの小学校の臨時休業により受け入れる者に限る。以下併せて「乳幼児等」

という。）に対し必要な保護を行う事業（以下「介護事業所内保育施設運

営事業」という。）とする。ただし、雇用保険法（昭和 49年法律第 116

号）第 116 条の規定に基づく両立支援等助成「事業所内保育施設設置・運

営等支援助成金」及び「企業主導型保育事業」との重複補助は認めない。 

 

第４条 （略） 

 

第５条 交付額については、以下の(1)及び(2)で算出した額を比較して少な

い方の額とする。 

ただし、1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものと

する。 

(1) 現員   ×現員一人あたり 450 千円          

 

現員とは、申請対象期間中の介護事業所等の従業員の子である乳幼

児等における 1日の平均保育人数とする。ただし、端数が生じた場合



場合は、小数点第 1位を四捨五入するものとする。 

(2) （運営費－（定員×運営月数×5千円））×2/3 

運営費は、支給対象期間中に介護事業所等から保育士等に支払った

賃金（給料、賞与、諸手当等）及び賃貸物件を利用している場合の建

物賃借料（敷金、礼金、管理費、駐車場代及び土地の借地料を除く。）

とする。 

(3) 介護事業所内保育施設が年度中途に開設される場合の(1)について

は、「450 千円」を、「450 千円を 12で除し、運営月数（1月に満たない

月は、1月とする。）で掛けた額」と読み替える。学童を保育している

場合は、「225 千円」を、「225 千円を 12で除し、運営月数（1月に満た

ない月は、1月とする。）で掛けた額」と読み替える。 

 

第６条～第 16条 （略） 

 

   付 則 

 この要項は、令和５年（2023 年） 月  日から施行し、令和５年（2023

年）４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

様式第１号 

番     号 

年  月  日 

 

茨城県知事 殿 

 

所  在  地                      

法  人  名                      

は、小数点第 1位を四捨五入するものとする。 

(2) （運営費－（定員×運営月数×5千円））×2/3 

運営費は、支給対象期間中に介護事業所等から保育士等に支払った

賃金（給料、賞与、諸手当等）及び賃貸物件を利用している場合の建

物賃借料（敷金、礼金、管理費、駐車場代及び土地の借地料を除く。）

とする。 

(3) 介護事業所内保育施設が年度中途に開設される場合の(1)については、

「450 千円」を、「450 千円を 12 で除し、運営月数（1月に満たない月は、

1月とする。）で掛けた額」と読み替える。             

                                

    

 

第６条～第 16条 （略） 

 

付 則 

 この要項は、令和４年（2022 年） 月  日から施行し、令和４年（2022

年）４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

様式第１号 

番     号 

年  月  日 

 

茨城県知事 殿 

 

所  在  地                      

法  人  名                      



法人代表者名                   

電 話 番 号                       

 

令和５年度茨城県地域医療介護総合確保基金事業補助金 

（介護施設・事業所内保育施設運営支援事業）の交付申請について 

 

（中略） 

 

様式第１号－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人代表者名                  

電 話 番 号                       

 

令和４年度茨城県地域医療介護総合確保基金事業補助金 

（介護施設・事業所内保育施設運営支援事業）の交付申請について 

 

（中略） 

 

様式第１号－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第１号－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第１号－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号 

番     号 

    年  月  日 

 

 殿 

 

茨城県知事 

 

 

令和５年度茨城県地域医療介護総合確保基金事業補助金 

（介護施設・事業所内保育施設運営支援事業）交付決定通知書 

 

（中略） 

 

 

様式第３号 

番     号 

年  月  日 

 

茨城県知事 殿 

 

所  在  地                      

法  人  名                      

法人代表者名                    

電 話 番 号                       

 

令和５年度茨城県地域医療介護総合確保基金事業補助金 

（介護施設・事業所内保育施設運営支援事業）の事業実績報告について 

 

年  月  日付け  第   号で交付決定を受けた標記補助金に係る

様式第２号 

番     号 

    年  月  日 

 

 殿 

 

茨城県知事 

 

 

令和４年度茨城県地域医療介護総合確保基金事業補助金 

（介護施設・事業所内保育施設運営支援事業）交付決定通知書 

 

（中略） 

 

 

様式第３号 

番     号 

年  月  日 

 

茨城県知事 殿 

 

所  在  地                      

法  人  名                      

法人代表者名                    

電 話 番 号                       

 

令和４年度茨城県地域医療介護総合確保基金事業補助金 

（介護施設・事業所内保育施設運営支援事業）の事業実績報告について 

 

年  月  日付け  第   号で交付決定を受けた標記補助金に係る



事業実績について、次のとおり関係書類を添えて報告する。 

 

記 

 

１ 交付精算額 金○○○，○○○円 

 

２ 添付書類 

(1) 精算額算出内訳表（様式第３号－１） 

 (2) 収支決算（見込）書（様式第３号－２） 

(3) 算出額実績調書（様式第３号－３） 

(4) 現員及び運営費（保育士賃金及び建物賃借料）等の実績が確認でき

る書類 

(5) 現員に第３条に定める学童が含まれる場合は、以下の書類 

ア 在学証明書 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業実績について、次のとおり関係書類を添えて報告する。 

 

記 

 

１ 交付精算額 金○○○，○○○円 

 

２ 添付書類 

(1) 精算額算出内訳表（様式第３号－１） 

 (2) 収支決算（見込）書（様式第３号－２） 

(3) 算出額実績調書（様式第３号－３） 

(4) 現員及び運営費（保育士賃金及び建物賃借料）等の実績が確認でき

る書類 

(5) 現員に第３条に定める学童が含まれる場合は、以下の書類 

ア 在学証明書 

イ 小学校等からの臨時休業等のお知らせなど、新型コロナウイルス感

染症防止のための小学校の臨時休業により受け入れる者であること

を証明できる書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第３号－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第３号－２（略） 

 

 

様式第３号－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第３号－２（略） 

 



様式第３号－３ 

 

 

 

 

 

 

 

様式第３号－３ 

 

 



 

 

 

 

様式第４号 

番     号 

  年  月  日 

 

 殿 

 

茨城県知事 

 

令和５年度茨城県地域医療介護総合確保基金事業補助金 

（介護施設・事業所内保育施設運営支援事業）確定通知書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第４号 

番     号 

  年  月  日 

 

 殿 

 

茨城県知事 

 

令和４年度茨城県地域医療介護総合確保基金事業補助金 

（介護施設・事業所内保育施設運営支援事業）確定通知書 



 

（中略） 

 

 

様式第５号 

                         番     号  

年  月  日  

 

 茨城県知事 殿 

 

              所  在  地                        

法  人  名                        

法人代表者名                       

電 話 番 号                         

 

令和５年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

（中略） 

 

 

 

（中略） 

 

 

様式第５号 

                         番     号  

年  月  日  

 

 茨城県知事 殿 

 

              所  在  地                        

法  人  名                        

法人代表者名                       

電 話 番 号                         

 

令和４年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

（中略） 

 


